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（３）レジリエントで安全・安心な社会の構築
【あるべき姿とその実現に向けた方向性】 

頻発化・激甚化する自然災害に対し、先端ＩＣＴに加え、人文・社会科学の知見も活用した総合的な防災
力の発揮により、適切な避難行動等による逃げ遅れ被害の最小化、市民生活や経済の早期の復旧・復興が図
られるレジリエントな社会を構築する。これに加えて、必要なインフラの建設・維持管理・更新改良等を効
率的に実施することにより、機能や健全性を確保し、事故や災害のリスクを低減するなど、国土強靱化に係
る科学技術・イノベーションを活用した総合的な取組を推進する。 

さらに、多様化・高度化しつつ刻々と変化を続けるサイバー空間等の新たな領域における攻撃や、新たな
生物学的な脅威から、国民生活及び経済社会の安全・安心を確保する。 

世界的規模での地政学的な環境変化が起き、覇権争いの中核が科学技術・イノベーションとなっている現
況下にあって、科学技術・イノベーションが国家の在り様に与える影響はますます増大するとの認識の下、
産学官が連携し、分野横断的に先端技術の研究開発を推進し、安全・安心で強靱な社会の構築に貢献すると
ともに、国力の根源である重要な情報を守り切る。 

このような、レジリエントで安全・安心な社会を目指すため、様々な脅威に対する総合的な安全保障の実
現を通して、我が国の平和を保ち、国及び国民の安全・安心を確保するために、関係府省庁、産学官が連携
して我が国の高い技術力を結集するとともに、「知る」「育てる」「生かす」「守る」の視点が重要である。す
なわち、「『安全・安心』の実現に向けた科学技術・イノベーションの方向性」69に基づき、いかなる脅威
があるのか、あるいは脅威に対応できる技術を「知る」とともに、必要な技術をどのように「育てる」のか、
育てた技術をどのように社会実装し「生かす」のかを検討し、また、それらの技術について流出を防ぐ「守
る」取組を進める。具体的には、我が国が育てるべき重要技術分野の明確化及び重要技術への重点的な資源
配分を実施するとともに、我が国の技術的優越を確保・維持する観点や、研究開発成果の大量破壊兵器等へ
の転用防止といった観点から、適切な技術流出対策等を着実に実施する。これらにより、我が国にとっての
重要技術を守るとともに、我が国の研究セキュリティを確保し、総合的な安全保障を実現する。

【目標】 
・ 頻発化・激甚化する自然災害、新たな生物学的脅威などの国民生活及び経済社会への様々な脅威に関す

る社会的な不安を低減・払拭し、国民の安全・安心を確保する。

【科学技術・イノベーション政策において目指す主要な数値目標】（主要指標） 
・ 基盤的防災情報流通ネットワークＳＩＰ４D（Shared Information Platform for Disaster Management）

を活用した災害対応が可能な都道府県数：全都道府県（2023年）70

・ 防災チャットボット71の運用地方公共団体数：100以上（2023年）72

・ 2025年度目途に府省庁及び主要な地方公共団体・民間企業のインフラデータプラットフォーム間の連

69 2020年１月21日統合イノベーション戦略推進会議決定 
70 ＳＩＰ４Ｄと26府県が連接済み、複数県で連接に向けた開発、試験を実施中（2022年度末） 
71 災害時に、ＳＮＳ上で、ＡＩを活用して人間に代わって自動的に被災者と対話するシステム。ＳＩＰ第２期課題「国家レジリエンス（防

災・減災）の強化」（2018年度～2022年度）において研究開発を実施 
72 76自治体（2022年度末） 
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携及び主要他分野とのデータ連携を完了73 
・ 2021年度にサイバーセキュリティ情報を国内で収集・生成・提供するためのシステム基盤を構築、産学

への開放を実施74 
・ 生物学的脅威に対する対応力強化：2021年度より感染症に係る情報集約・分析・提供のためのシステム

を強化し、随時情報集約を実施。2022年度より、研究者の分析に基づくリスクコミュニケーションのた
めの情報を提供75 

・ 新たなシンクタンク機能：2021年度より立ち上げ、2023年度を目途に組織設立76 
 
【現状データ】（参考指標） 
・ 自然災害による死者・行方不明者数：186人（2021年）77 
・ 自然災害による施設関係等被害額：約0.6兆円（2020年）78 
・ 短時間強雨（50ｍｍ/ｈ以上）の年間発生回数：約328回／年（2013年～2022年平均）79 
・ 建設後50年以上経過するインフラの割合 （例）道路橋：約75％（2040年）80 
・ 企業・団体等におけるランサムウェア被害の報告件数：230件（2022年）81 
・ 感染症発生動向調査における感染症患者の報告件数 （例）結核：16,299件（2021年）82 
 
① 頻発化、激甚化する自然災害への対応 

基本計画における具体的な取組 実施状況・現状分析 今後の取組方針 
〇国際的な枠組みを踏まえた地震・津波

等に係る取組も含め、自然災害に対す
る予防、観測・予測、応急対応、復旧・
復興の各プロセスにおいて、気候変動
も考慮した対策水準の高度化に向け
た研究開発や、それに必要な観測体制
の強化や研究施設の整備等を進め、特
に先端ＩＣＴ等を活用したレジリエ
ンスの強化を重点的に実施する。組織
を越えた防災情報の相互流通を担う
ＳＩＰ４Ｄを核とした情報共有シス
テムの都道府県・市町村への展開を図
るとともに、地域の防災力の強化に取
り組むほか、データ統合・解析システ
ム（ＤＩＡＳ）を活用した地球環境ビ
ッグデータの利用による災害対応に
関する様々な場面での意思決定の支
援や、地理空間情報を高度に活用した

・災害情報の広域連携のため、全国の都
道府県防災情報担当者とのオンライ
ン会議等を実施。ＳＩＰ４Ｄと各都道
府県の災害情報システムとの自動連
接は、26 府県において運用段階とな
っており、さらに複数県と連接試験を
実施又は都道府県の災害情報システ
ムをＳＩＰ４Ｄと連接可能になるよ
う開発中。 

・防災チャットボットについてはシス
テムの機能向上を図るとともに、市町
村等で実証実験を実施。2022 年度は
76 の自治体で導入。 

・2022 年８月、福島復興再生特別措置
法（平成 24 年法律第 25 号）に基づく
新産業創出等研究開発基本計画を策
定。同年９月、福島国際研究教育機構
の立地を福島県浪江町とするととも

・ＳＩＰ４Ｄと各都道府県の災害情報
システムとの自動連接について引き
続き、都道府県への働きかけを行うと
ともに、支援施策メニューに係る情報
提供等の取組を推進する。【科技、防
災、デジ、文】 

・防災チャットボットについては引き
続き、市町村等における実災害での活
用等を通して検証を行い、導入自治体
の拡大を目指す。【科技、防災、デジ、
総】 

・2023 年 4 月に設立された福島国際研
究教育機構の研究開発や産業化、人材
育成の取組が加速するよう支援に取
り組む。【復、関係府省】 

・気候変動下での防災・減災対策に向け
て、気候変動対策のインキュベーショ
ン機能を担うデータプラットフォー

                                                      
73 ４か所のデータベース・プラットフォーム間の連携を完了（2022年度末） 
74 企業・大学等の参画組織数 55機関（2022年３月時点） 
75 国立感染症研究所のEOCにて小児原因不明急性肝炎、エムポックス、新型コロナウイルス変異株についての関連情報の集約・分析を実施。

2022年度は、リスク評価報として、小児原因不明急性肝炎を４報、エムポックスを４報、新型コロナウイルス変異株を26報まで作成し、国
立感染症研究所HPで公表。（2022年度末時点） 

76 本格的なシンクタンク設立準備を推進（2023年度から） 
77 内閣府「令和４年版 防災白書」（2022年６月公表） 
78 内閣府「令和４年版 防災白書」（2022年６月公表） 
79 気象庁「気候変動監視レポート2022」（2023年） https://www.data.jma.go.jp/cpdinfo/monitor/index.html 
80 国土交通省「令和４年版 国土交通白書」（2022年６月公表） 
81 警察庁「令和４年におけるサイバー空間をめぐる脅威の情勢等について」（2023年３月16日） 

https://www.npa.go.jp/news/release/2023/20230314002.html 
82 国立感染症研究所「感染症発生動向調査」（2021年）https://www.niid.go.jp/niid/ja/ydata/11528-report-ja2021-10.html 
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取組を関係府省間で連携させる統合
型 G 空間防災・減災システムの構築
を推進する。さらに、産官学民による
災害対応の更なる最適化支援及び自
助・共助・公助の取組に資する国民一
人ひとりとのリスクコミュニケーシ
ョンのための情報システムを充実す
るなど、災害対応のＤＸ化を推進す
る。そのため、ＳＩＰ４Ｄについて、
2021 年度より都道府県災害情報シス
テムとの連接を順次実施する。また、
防災チャットボットについて、2023
年度より市町村及び住民との情報共
有のためのシステムの一部を稼働す
るとともに、更なるシステムの充実に
取り組む。【科技、防災、関係府省、
関係地方公共団体】 

に、福島国際研究教育機構の設置の効
果が広域的に波及するよう取組を進
めることを復興推進会議において決
定。同年 12 月、福島国際研究教育機
構の長期・安定的な運営に必要な施策
の調整を進めるため、「福島国際研究
教育機構に関する関係閣僚会議」の開
催を復興推進会議において決定。 

・ＤＩＡＳのオープンプラットフォー
ム化を進めるため、ＤＩＡＳ解析環境
を利⽤する共同研究（無償）課題の新
規課題の募集を開始。 

・文部科学省及び気象庁にて、地方公共
団体や民間企業等の取組を促進する
ため、我が国の気候変動適応に資する
予測情報として「気候予測データセッ
ト 2022」をＤＩＡＳを通じて公開。 

・気候変動メカニズムの解明や高精度
な気候変動予測情報の創出等を目的
とした「気候変動予測先端研究プログ
ラム」を 2022 年度から開始。 

・気候変動及び影響の予測や気候関連
財務情報開示タスクフォース（ＴＣＦ
Ｄ）等のコンサルティングサービスを
行っている企業との意見交換・協働の
場である「気候変動リスク産官学連携
ネットワーク」の継続的な活動。 

・気候変動関連データの更なる有効な
提供や利活用等を促進していくため、
データの提供側と利活用側が双方向
で情報・意見交換を行うことを目的と
した「気候変動リスク・機会の評価等
に向けたシナリオ・データ関係機関懇
談会」の開催。 

・第４期地理空間情報活用推進基本計
画（2022 年３月 18 日閣議決定）に基
づき、統合型Ｇ空間防災・減災システ
ムの構築の推進について、府省間およ
び産学官民連携の上、取り組む。 

・大気の３次元観測機能など最新の観
測技術を導入した次期静止気象衛星
について、2029 年度の運用開始に向
け、2023 年に整備に着手。 

・気象庁と総務省が連携して、宇宙開発
利用加速化戦略プログラムにより、次
期静止気象衛星を活用した宇宙環境
モニタリングの技術開発を実施。 

・事前放流の実効性向上等により治水
機能を強化するとともに、洪水後期放
流の活用、非出水期水位の弾力的運用
の導入等を通じた水力発電を促進す
る、ハイブリッドダムの取組を推進。 

・堤防の越水・決壊などの状況や、地域
における浸水状況の速やかな把握の
ため、小型、長寿命かつ低コストで、
流域内に多数の設置が可能な浸水セ
ンサの官民連携による普及拡大に向
けた取組を推進。 

・土砂災害時における初動対応の迅速
化に向け、衛星等を活用した被災状況

ムであるＤＩＡＳの長期的・安定的な
運用、治水対策、サステナブルファイ
ナンス等に向けた科学的知見（高解像
度、高精度な気候変動予測データ・ハ
ザード予測データ）の創出及びその利
活用までを想定した研究開発を一体
的に実施。また、治水対策、サステナ
ブルファイナンス等に向けた気候変
動予測・ハザード予測の利活用に関す
るガイドライン策定に向けた検討を
実施。【文、国】 

・第４期地理空間情報活用推進基本計
画（2022 年３月 18 日閣議決定）に基
づき、統合型Ｇ空間防災・減災システ
ムの構築を推進し、激甚化・頻発化す
る災害からの被害を軽減するため、地
理空間情報を高度に活用した「Ｇ空間
防災技術」の社会実装を推進。【地理
空間、関係府省】 

・大気の３次元観測機能など最新の観
測技術を導入した次期静止気象衛星
について、2029 年度の運用開始に向
け、着実に整備を進める。【国】 

・気象庁と総務省が連携して、宇宙開発
利用加速化戦略プログラムにより、次
期静止気象衛星を活用した宇宙環境
モニタリングの技術開発を実施し、次
期静止気象衛星に搭載する宇宙環境
センサの開発に取り組む。【国】 

・雨量予測の精度向上の取組と併せて、
ダムの操作に必要な流入量を雨量予
測結果からＡＩを活用した予測する
取組を推進し、ＡＩを活用してダム操
作を効果的かつ確実に行うためのダ
ム操作支援ツールの 2025 年度までの
開発を目指す。【国】 

・参加自治体・企業を公募し、小型、長
寿命かつ低コストな浸水センサの実
証実験を実施。併せて、情報を収集す
る仕組みを構築する。2027 年度まで
に約 10,000 個を目標としてセンサを
普及させ、安価な供給を実現し、更な
る普及拡大を図る。【国】 

・土砂移動箇所の自動判読の実証と判
読の迅速化検討による災害対応に関
する体制強化の取組を開始。【国】 

・画像判読による被災規模自動計測ツ
ールの実装等によるＴＥＣ－ＦＯＲ
ＣＥの強化や、デジタル技術を活用し
た災害査定等の推進による災害復旧
のスマート化の取組を推進。【国】 

・リアルタイムハザードマップや高精
度 3 次元図化等の新技術を活用した、
火山噴火緊急減災対策砂防計画にお
ける実施メニューの抽出をワンスト
ップで行うためのツール構築を推進
し、2025 年度からの実装を目指す。
【国】 

・土砂災害の復旧現場等における施工
の安全性・生産性向上、早期復旧の実
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の把握を行うための体制を構築。 
・被災地域の早期復旧を実現するため、

デジタル技術の活用により被災把握
から災害復旧事業の実施に至るまで
の期間を短縮する「スマート災害復
旧」の取組を推進中。 

・自治体等の警戒避難体制への支援の
ため、火山噴火に伴う土砂災害につい
て、緊急時に迅速かつ円滑な初動対応
及び二次災害防止対策等の立案がで
きる体制構築を推進。 

・土砂災害の復旧現場等における施工
の安全性・生産性向上、早期復旧の実
現のため、高速通信技術等を活用した
無人化施工の現場実証試験（除石工）
を推進。 

・デジタル空間上のオープンな実証実
験基盤（流域治水デジタルテストベッ
ド）整備に向けた基盤データの整備等
に着手。 

・近年の被災状況を踏まえ、迅速な災害
覚知と早期復旧を図るため、道路技術
懇談会において、災害時に遠隔で道路
を巡視できる技術を新技術導入促進
計画に位置付けた。 

・災害情報の広域連携のため、全国の都
道府県における防災担当者とのオン
ライン会議を継続。ＳＩＰ４Ｄと各都
道府県の災害情報システムとの自動
連接は、26 府県において運用段階と
なっており、今後も更なる拡大を図
る。このほか、ＳＩＰ４Ｄを活用した
災害情報共有のデータフレームワー
クについて、日本規格協会による規格
化を実現した。 

・降雨予測から市町村において必要と
なる避難者の受け入れ業務の内容と
量を予測して提案するための方法や、
市町村の避難者の受け入れに関する
業務の構造化等についての研究開発
が完了した。 

・近年、激甚化する集中豪雨等による自
然災害の被害低減に資するべく、過去
に観測した膨大なリモートセンシン
グデータの傾向分析に基づくＡＩ等
を活用したデータ圧縮・復元技術を開
発するとともに、気象予測や情報公開
を行う幅広いユーザーニーズに基づ
いた適切なデータ提供技術の確立に
向けた研究開発を実施。 

・防災・減災、国土強靱化のための５か
年加速化対策（2020 年 12 月 11 日閣
議決定）に基づき、地震・津波の観測
体制を強化するため、南海トラフ海底
地震津波観測網の構築を推進した。 

・消防団へのドローン配備・講習の実
施、消防庁と自治体との間における映
像情報共有手段の充実等、データ活用
及び連携を推進。 

現のため、高速通信技術等を活用した
無人化施工について実証実験を推進
し、復旧現場における 2025 年度まで
の実装を目指す。【国】 

・デジタル空間上のオープンな実証実
験基盤（流域治水デジタルテストベッ
ド）整備により、官民連携による避難
行動を促すサービスや洪水予測技術
の開発等を促進。【国】 

・災害時にドローン等により遠隔で管
内を巡視し、職員が現地に赴くことな
く状況把握を可能にする体制機器を
整備し、2026 年度からの実装を目指
す。【国】 

・消防団へのドローン配備・講習の実施
を更に進めるとともに、災害時におけ
る国・自治体間の映像共有手段の充実
を図るため、投稿型の機能を有した
「消防庁映像共有システム」の構築に
取り組む。【総】 

・緊急通報を受けて消防隊等への指令
を行う消防指令システムの高度化等
に向けた環境整備を行う。【総】 

・緊急消防援助隊について、ＤＸの推進
による情報収集、分析など指揮支援体
制の強化を図る。【総】 

・自然現象と社会現象の両面に対する
防災科学技術の特性に鑑み、レジリエ
ントな社会の実現に向け、産学共創の
下、昨年度の研究開発内容に加え、Ｓ
ＩＰ４Ｄを核とした各種情報システ
ムの連接・連動や、衛星・ＩｏＴセン
サ等によって得られる情報の統合、情
報プロダクツの生成・統合・発信等に
ついて、デジタル技術を活用した研究
開発を推進。加えて、シミュレーショ
ンによって地方自治体等の防災実務
の現場を支援するシステムを開発す
るなど、総合知も活用した研究開発を
実施。【文】 

・ＡＩ等を活用したリモートセンシン
グデータの圧縮・復元技術を開発する
とともに、気象予測や情報公開を行う
幅広いユーザーニーズに基づいた適
切なデータ提供技術の確立に向けた
研究開発を引き続き実施。【総】 

・切迫する南海トラフ地震の解明と防
災対策への活用のため、想定震源域の
うち、まだ観測網を設置していない高
知県沖～日向灘において、南海トラフ
海底地震津波観測網の整備・運用を推
進するとともに、海底地殻変動のリア
ルタイム観測の実現に向けた観測装
置の整備を進める。【文】 
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〇情報共有システムに係る研究基盤を
構築するとともに、人文・社会科学の
知見も活用した防災対策水準の評価
や避難者の行動心理分析、防災におけ
る社会的要請や課題の分析、防災技術
のベンチマーキングなどを踏まえた、
防災研究の全体俯瞰に基づく効率的・
効果的な研究開発投資及び社会実装
の取組を実施する。【科技、防災、関係
府省、関係地方公共団体】 

・次期ＳＩＰの課題候補「スマート防災
ネットワークの構築」のＦＳにおい
て、新たな防災分野の研究開発課題の
検討を実施。その結果、当該課題候補
は 2023 年度開始の次期ＳＩＰ（ＳＩ
Ｐ第３期）の課題として決定。 

・中長期視点から、計画的、戦略的な研
究開発投資のための効果分析手法の
開発及び防災研究におけるニーズと
シーズの把握を実施。 

・次期ＳＩＰ（ＳＩＰ第３期）課題「ス
マート防災ネットワークの構築」にお
いて、現実空間とサイバー空間を高度
に融合させ、先端ＩＣＴ、ＡＩ等を活
用した「災害対応を支える情報収集・
把握の更なる高度化」と「情報分析結
果に基づいた個人・自治体・企業によ
る災害への対応力の強化」に取り組
む。【科技、防災、関係府省、関係地方
公共団体】 

・中長期視点から、計画的、戦略的な研
究開発投資のための効果分析手法の
試行及び研究開発施策立案手法の検
討・試行を実施。【科技、防災、関係府
省、関係地方公共団体】 

 
② デジタル化等による効率的なインフラマネジメント 

基本計画における具体的な取組 実施状況・現状分析 今後の取組方針 
〇国土強靱化に向けた効率的なインフ

ラマネジメントを実現するため、公共
工事における先端技術の実装を進め
るとともに、各管理者におけるインフ
ラデータのデジタル化・３Ｄ化を順次
実施し、それらのデータを利活用する
ためのルール及びプラットフォーム
を整備する。【科技、国、関係府省】 

 

・ＰＲＩＳＭ公募により、公共事業にお
ける先端技術について 2022 年度に計
22 件を現場試行中。これまでの現場
試行を踏まえ、試行技術集として取り
まとめ公表を実施するとともに、全国
的な試行のための要領策定、各種基準
改定を実施。 

・国土交通分野の多種多様なデータベ
ース等と連携するデータ連携基盤で
ある国土交通データプラットフォー
ムの概成。 

・量産品のエンジンを活用したマスプ
ロダクツ型排水ポンプの現場実証に
協力可能な市区町村の公募を行い、実
施市町（６箇所）を決定し、現場実証
に着手。 

・河川管理施設一元監視システムを実
装するための技術資料案を作成。 

・設備管理者がデジタル技術を活用し
た設備管理を行うための手引き案を
作成。 

・中小建設業への普及拡大のため新た
な基準類を整備。 

・ＩｏＴやデジタルツイン等を活用し
て現場全体の効率化を図り、抜本的な
生産性向上を実現する「ＩＣＴ施工
StageⅡ」の実施にむけてＩＣＴ導入
協議会を開催。 

・インフラ維持管理における点検レベ
ルを維持・向上しつつ省力化を図り、
持続可能なインフラメンテナンスを
実現するため、ドローン・衛星等によ
り取得した画像等の解析を活用した
インフラ施設維持管理の取組を推進。 

・ドローンを活用したインフラマネジ
メントを行う上で、耐候性や飛行時間
の短さが効率化の障害となっている。
耐候性を向上させ、長時間の飛行を実
現することにより、一層のインフラマ
ネジメントの効率化を推進。 

・建設現場の生産性向上に向けた i-

・公募による更なる現場試行により、公
共事業における省力化技術等の先端
技術の社会実装に向けた要領策定、各
種基準改定を実施。【国】 

・更なるデータ連携を推進するととも
に、データの利活用拡大に向けて、ユ
ースケースの作成やユーザビリティ・
検索機能の向上に取り組む。【科技、
国】 

・2025 年度中までにマスプロダクツ型
排水ポンプの技術指針案を作成。【国】 

・マスプロダクツ型排水ポンプ（高出力
タイプ）の研究開発を推進。【国】 

・デジタル技術を活用した河川管理施
設の遠隔主操作・自動化について検
討。【科技、国】 

・中小建設業への更なる普及拡大のた
め、基準類を整備するとともに、現場
での試行を通じて各種データの仕様
策定、既存の監督検査に係る基準改定
を実施。【国】 

・河川維持管理、砂防施設管理、海岸線
管理の分野において、ＵＡＶ・衛星に
よる画像取得やＡＩによる画像解析
を活用したインフラ施設管理のため
の手法の構築等を推進。【科技、国】 

・耐候性、長時間航行等にも対応した汎
用性の高いドローンの現場実装に向
けた現場実証を 2023 年度から実施。
【国】 

・「インフラの作り方」、「インフラの使
い方」、「データの活かし方」の変革を
分野網羅的・組織横断的に推進。【国】 

・「全国道路施設点検データベース」を
活用した、道路管理の効率化・高度化
等に寄与するアプリケーションの導
入・活用を促進。【国】 
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Construction の取組を中核に、データ
とデジタル技術を活用して業務・組
織・プロセス等を変革するインフラ分
野のＤＸを推進。 

・全国の防災施設の点検結果等のデー
タを一元的に活用できる環境を構築
するため「全国道路施設点検データベ
ース」を 2022 年度に公表。 

〇インフラ分野での連携型データプラ
ットフォームの構築に向け、2021 年
度までに府省庁及び主要な地方公共
団体・民間企業のデータプラットフォ
ーム間の連携のための環境を整備し、
以降、インフラ管理者間の連携を進め
るとともに、国土強靱化その他の付加
価値創出に向け、防災分野、都市分野、
産業分野等とのデータ連携を実施す
る。【科技、関係府省】 

・次期ＳＩＰ課題候補「スマートインフ
ラマネジメントシステムの構築」のＦ
Ｓにおいて、インフラデータ連携を含
めたデジタル技術の最適化による、イ
ンフラ分野の Society5.0 の社会を実
現するための検討を実施。その結果、
当該課題候補は 2023 年度開始の次期
ＳＩＰ（ＳＩＰ第３期）の課題として
決定。 

・ＳＩＰ第３期課題「スマートインフラ
マネジメントシステムの構築」におい
て、インフラ・建築物の老朽化が進む
中で、リモートセンシングなどによる
インフラモニタリング技術の導入、デ
ジタルデータにより設計から施工、点
検、補修まで一体的な管理を行い、持
続可能で魅力ある国土・都市・地域づ
くりを推進するシステムを構築する
ことをミッションとして、インフラ分
野のデジタルツイン構築を目指す。
【科技、関係府省】 

 
③ 攻撃が多様化・高度化するサイバー空間におけるセキュリティの確保 

基本計画における具体的な取組 実施状況・現状分析 今後の取組方針 
〇サイバー攻撃が多様化・高度化するな

ど、非連続な情勢変化が生じる中にあ
って、そのような変化に追従・適応す
る能力が必要となる。その観点を踏ま
え、攻撃に対する観測・予測・分析・
対処・情報共有等のための研究開発や
体制構築を実施する。具体的には、サ
イバーセキュリティ情報を国内で収
集・生成・提供するためのシステム基
盤を2021年度までに構築し、産学への
開放を進める。加えて、量子コンピュ
ータ時代に対応した高度な暗号技術
等の開発、サプライチェーンリスクへ
対応するための脆弱性や不正機能の
検知といった技術検証等を推進する。
【内閣官房、科技、総、経、関係府省】  

・内閣官房において、不正機能や当該機
能につながりうる未知の脆弱性が存
在の有無に係る技術検証に関し、試行
的検証を含め、技術面での検討調査を
実施した。 

・サイバー・フィジカル・セキュリティ
対策基盤を構成する「信頼の創出・証
明」、「信頼チェーンの構築・流通」、「信
頼チェーンの検証・維持」の技術開発
及び実証実験を実施し事業化への目
処をつけた。一部技術は既に事業化
済。 

・ＣＹＮＥＸの試験運用を実施し、サイ
バー攻撃情報の分析及び当該基盤に
より得た情報を活用したセキュリテ
ィ製品検証環境の構築を実施。また、
当該基盤を活用して、高度なサイバー
攻撃を迅速に検知・分析できる人材の
育成を実施。 

・安全な無線通信サービスのための新世
代暗号技術に関する研究開発を実施。 

・情報セキュリティサービス審査登録制
度に、ＩｏＴ機器などのセキュリティ
検証を行う「機器検証サービス」を追
加し、「情報セキュリティサービス基
準」の改訂を実施。 

・経済安全保障重要技術育成プログラム
において、サプライチェーンセキュリ
ティに関する不正機能検証技術等、サ
イバー領域における先端技術の研究
開発について公募等の作業を進めて
いる。 

・サプライチェーンリスク対応に向け
て、検証の技術動向や諸外国の状況も
踏まえ、不正機能や当該機能につなが
りうる未知の脆弱性が存在しないか
どうかの技術的検証の検討を進める。
【内閣官房】 

・サイバー安全保障分野における対応能
力の向上を図るため、政府機関等のシ
ステムのセキュリティ強化、能動的サ
イバー防御に向けた情報収集・分析能
力強化や体制整備等を進めるととも
に、これらの取組を実現・促進するた
めにＮＩＳＣを発展的に改組し、サイ
バー安全保障分野の政策を一元的に
総合調整する新たな組織を設置する。
【内閣官房】 

・ＣＹＮＥＸについて、引き続きサイバ
ー攻撃情報の分析、当該基盤を活用し
たセキュリティ製品検証及び高度な
人材育成を引き続き実施。また、2023
年度中に本格運用を開始予定。【総】 

・安全な無線通信サービスのための新世
代暗号技術に関する研究開発を引き
続き実施。【総】 

・情報セキュリティサービス審査登録制
度について、登録要件の追加など、制
度の在り方を検討予定。【経】  

・経済安全保障重要技術育成プログラム
において、サプライチェーンセキュリ
ティに関するハードウェア・ソフトウ
ェア等の不正機能検証技術等のサイ
バー領域における先端技術の研究開
発を、経済安全保障推進法に基づく指
定基金協議会を通じた官民の伴走支
援の実施を含め着実に推進する。【内
閣官房、経済安保、科技、文、経】 
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④ 新たな生物学的な脅威への対応 
基本計画における具体的な取組 実施状況・現状分析 今後の取組方針 

〇新たな生物学的な脅威に対して、発生
の早期探知、流行状況の把握と予測、
予防・制御や国民とのリスクコミュニ
ケーション等に係る研究開発を推進
する。具体的には、2021年度より感染
症に係る情報集約・分析・提供のため
のシステムを強化し、随時情報集約を
実施する。また、2022年度より、研究
者の分析に基づくリスクコミュニケ
ーションのための情報を提供する。
【内閣官房、科技、厚、関係府省】 

・国立感染症研究所内にＥＯＣを設置
し、感染症に係る情報集約・分析・提
供及びリスクコミュニケーションに
係る以下の取組を実施。 

・小児の原因不明急性肝炎への対応とし
て関連情報の集約・分析を行い、複数
国で報告されている小児急性肝炎に
ついての感染研リスク評価として公
表（2022年度末時点で第４報まで）。 

・エムポックスへの対応として関連情報
の集約・分析を行い、感染研リスク評
価として公表（2022年度末時点で第４
報まで）。 

・新型コロナウイルス変異株への対応と
して関連情報の集約・分析を行い、感
染研リスク評価として公表（2022年度
末時点で第26報まで）。 

・国立感染症研究所と国立国際医療研究
センターを統合し、感染症等に関する
科学的知見の基盤・拠点等となる新た
な専門家組織として国立健康危機管
理研究機構を創設するための「国立健
康危機管理研究機構法」が第211回国
会で成立。 

・2021年度から開始した取組において、
大規模イベント及び健康危機発生時
（現在進行中）における情報提供等を
継続的に実施しているところであり、
今後についても同取組を維持・継続。
【厚】 

・国立健康危機管理研究機構の創設に向
け、引き続き所要の対応を行う。【厚】 

・新型コロナウイルス感染症のパンデミ
ックへの対応を踏まえ、我が国の感染
症危機管理能力の抜本的強化のため、
2025年度以降に設立される国立健康
危機管理研究機構の中核的機能とな
る感染症危機管理の専門人材の育成、
感染症に関する治験・臨床研究ネット
ワークの構築、感染症に関するインテ
リジェンス機能の強化等について、具
体的な検討を開始する。【厚】 

 
⑤ 宇宙・海洋分野等の安全・安心への脅威への対応 

基本計画における具体的な取組 実施状況・現状分析 今後の取組方針 
〇宇宙分野や海洋分野を含むその他の

安全・安心への脅威に対し、国際的な
連携体制を確保しつつ、先端的な基盤
技術の研究開発や、それぞれの課題に
対応した研究開発と社会実装を実施
する。【内閣官房、科技、宇宙、海洋、
外、文、経、防、関係府省】 

・我が国が有する排他的経済水域内への
アクセス能力を向上し、ＭＤＡの強化
に資するため、7,000ｍ以深対応ＡＵ
Ｖの詳細設計を行い、機器調達・製作
に着手した。ＲＯＶについては、ケー
ブルを用いず大深度化を実現する方
策を検討した。 

・情報収集衛星レーダ7号機を打ち上げ
るなど、準天頂衛星システム、情報収
集衛星、ＳＳＤ衛星、衛星通信等の宇
宙システムの開発・整備を着実に実施
した。 

・経済安全保障重要技術育成プログラム
において、低軌道衛星間光通信の基盤
技術、自律型無人探査機（ＡＵＶ）の
無人・省人による運搬・投入・回収技
術等、宇宙・海洋領域等における先端
技術の研究開発について公募等の作
業を進めている。 

・ＡＵＶ開発においては、これまでの設
計・要素技術開発の成果を活用し、航
行/観測に必要な機器の整備、音響通
信装置の開発及び機体制御に関する
ソフトウェアを開発し、機体を組み上
げ、我が国の海洋状況把握に資する 
7, 000ｍ以深対応ＡＵＶの開発を推進
する。ＲＯＶ開発においては、より効
率的・効果的に船上から超深海の映像
の観察及び試料採取を可能とするこ
とで調査・観測能力を確保することを
目指す。【文】 

・宇宙安全保障のための宇宙システム利
用を抜本的に拡大し、宇宙空間の安全
かつ安定的な利用を確保する。具体的
には、衛星コンステレーションの構築
や情報収集衛星の機能強化、民間衛
星、同盟国・同志国との連携強化等に
よる隙のない情報収集体制の構築、情
報収集衛星10機体制が目指す能力早
期達成、安全保障用通信衛星網の多層
化、衛星コンステに必要な共通技術の
確立、衛星測位機能の強化、ＨＧＶの
対処能力の向上のための技術実証等
のミサイル防衛用宇宙システムに必
要な技術の確立、宇宙システム全体の
機能保証強化、宇宙領域把握（ＳＤＡ）
体制の構築、軌道上サービスを活用し
た衛星のライフサイクル管理等に取
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り組む。【宇宙、関係府省】 
・経済安全保障重要技術育成プログラム

において、低軌道衛星間光通信の基盤
技術、自律型無人探査機（ＡＵＶ）の
無人・省人による運搬・投入・回収技
術、先進センシング技術を用いた海面
から海底に至る空間の観測技術等、宇
宙・海洋領域等における先端技術の研
究開発を、経済安全保障推進法に基づ
く指定基金協議会を通じた官民の伴
走支援の実施を含め着実に推進する。
【内閣官房、経済安保、科技、経、文】 

 
⑥ 安全・安心確保のための「知る」「育てる」「生かす」「守る」取組 

安全・安心の実現のための重要な諸課題に対応し、科学技術の多義性を踏まえつつ、総合的な安全保障の基
盤となる科学技術力を強化するため、分野横断的な取組を実施する。緊急を要する課題については、順次、対
応方針を固め、既存事業との整理等を行いつつ、必要な取組を進める。 

基本計画における具体的な取組 実施状況・現状分析 今後の取組方針 
〇国民生活、社会経済に対する脅威の動

向の監視・観測・予測・分析、国内外
の研究開発動向把握や人文・社会科学
の知見も踏まえた課題分析を行う取
組を充実するため、安全・安心に関す
る新たなシンクタンク機能の体制を
構築し、今後の安全・安心に係る科学
技術戦略や重点的に開発すべき重要
技術等の政策提言を行う。そのため、
2021年度より新たなシンクタンク機
能を立ち上げ、2023年度を目途に組織
を設立し、政策提言を実施する。【内閣
官房、科技、関係府省】 

・2021年度に引き続き、2022年度におい
ても、本格的なシンクタンクの立上げ
に向けた試行事業を政策研究大学院
大学において実施した。 

・一方で、本試行事業において、シンク
タンクの果たすべき役割や設立形態、
人材の確保に関する課題が判明し、シ
ンクタンク機能の本格的な立上げに
向けて更なる検討が必要な状況とな
っている。 

・このため、外部有識者の専門的知識を
活用し、多角的に立ち上げるべきシン
クタンク像を明確化するため「安全・
安心に関するシンクタンク設立準備
検討会」を開催し、シンクタンク設立
に向けて検討を進めた。 

・2023年度以降、「安全・安心に関するシ
ンクタンク設立準備検討会」での検討
を踏まえつつ、経済安全保障推進法83

に基づく調査研究の受託を可能とす
ることも見据えて、本格的なシンクタ
ンク設立準備を進めるとともに、2021
年度及び2022年度の試行事業の成果
を承継し、シンクタンクに引き継ぐた
め継続的な調査・分析等を実施する。
【内閣官房、経済安保、科技、関係府
省】 

〇新たなシンクタンク機能からの政策
提言を踏まえながら、必要に応じ研究
開発プログラムやファンディング等
と連動させて重点的な研究開発につ
なげる仕組みを構築する。明確な社会
実装の目標設定を含む研究開発プロ
グラムのマネジメントを実施する。
【内閣官房、科技、関係府省】 

・経済安全保障重要技術育成プログラム
で支援すべき重要技術を示す研究開
発ビジョン（第一次）を、国家安全保
障会議における審議を経て、2022年９
月、経済安全保障推進会議及び統合イ
ノベーション戦略推進会議で決定し
た。 

・研究開発ビジョン（第一次）に示され
ている支援対象技術を更に具体化し
た研究開発構想を決定。2022年12月、
ＪＳＴ及びＮＥＤＯにおいて、本プロ
グラムとして最初の公募を開始した。 

・2022年度第二次補正予算により新たに
2,500億円が措置され、2021年度補正
予算と合わせて5,000億円規模の予算
を確保しており、先端的な重要技術の
育成に向けた準備を進めているとこ
ろ。 

・最新の技術動向や国際情勢等を踏ま
え、経済安全保障重要技術育成プログ

・経済安全保障重要技術育成プログラム
に関し、2022年度第二次補正で措置さ
れた予算を最大限活用する観点から
検討を進め、次の研究開発ビジョンの
策定を行い、新たに支援対象とするべ
き技術を示す。また、政府で決定した
研究開発ビジョンで示される支援対
象とするべき技術について順次研究
課題の公募・採択等の作業を進めると
ともに、関係省庁と連携し、経済安全
保障推進法に基づく指定基金協議会
を通じた官民の伴走支援の実施を含
め着実に研究開発を推進する。【内閣
官房、経済安保、科技、文、経、関係
省庁】 

・引き続き、経済安全保障重要技術育成
プログラム等の活動を通じ、関係府
省、国研等と意見交換を実施し、新た
な技術の将来的な社会実装のイメー
ジを踏まえた議論を活発に行い、人的

                                                      
83 経済施策を一体的に講ずることによる安全保障の確保の推進に関する法律（令和４年法律第 43 号） 
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ラムで支援すべき技術に関する意見
交換を関係府省、国研等と実施した。 

・2023年度機構定員の政府予算におい
て、特定重要技術の育成・活用を含む
経済安全保障の確保に従事する各府
省の体制整備を図るための機構定員
を追加措置した。 

ネットワークの拡大、人材の育成を図
る。【内閣官房、経済安保、科技、文、
経、関係府省】 

〇研究活動の国際化、オープン化に伴
い、利益相反、責務相反、科学技術情
報等の流出等の懸念が顕在化しつつ
ある状況を踏まえ、基礎研究と応用開
発の違いに配慮しつつ、また、国際共
同研究の重要性も考慮に入れながら、
政府としての対応方針を検討し、2021
年に競争的研究費の公募や外国企業
との連携に係る指針等必要となるガ
イドライン等の整備を進める。特に研
究者が有すべき研究の健全性・公正性
（研究インテグリティ）の自律的確保
を支援すべく、国内外の研究コミュニ
ティとも連携して、2021年早期に、政
府としての対応の方向性を定める。こ
れらのガイドライン等については、各
研究機関や研究資金配分機関等の取
組状況を踏まえ、必要に応じて見直
す。【科技、文、経、関係府省】 

・2021年４月に決定された政府の対応方
針に基づき、2021年度及び2022年度に
大学・研究機関等への説明会や海外動
向の調査を実施。また、2022年度に、
大学・研究機関等における研修強化等
の取組状況及び利益相反・責務相反に
関する規程・組織の整備状況並びに研
究資金配分機関等における取組状況
を把握・公表。 

・2022年6月に公表されたＧ7の研究セ
キュリティ・インテグリティの原則の
作成等に我が国が積極的に貢献。 

・研究者、所属機関等へ研究インテグリ
ティの確保に係る対応に関する説明
会・セミナーを実施。 

・2022年5月に、大学・研究機関等に対し
て、研究インテグリティ確保の参考と
なる体制・規程等の具体の取組のプラ
クティス等の周知・連絡を実施。 

・引き続き、大学・研究機関、公的資金
配分機関等の研究インテグリティの
確保に関する取組状況を調査し、現
状・課題・要望等を把握した上で、必
要な措置を検討。【科技、文、経、関係
府省】 

・国際研究協力の相手である諸外国と調
和した研究インテグリティの自律的
な確保の仕組みを構築・維持していく
ために、大学・研究機関への説明会の
実施やＧ7の研究セキュリティ・イン
テグリティワーキンググループへの
共同参画等により研究コミュニティ
との連携を強化。【科技、文、経、関係
府省】 

・Ｇ7議長国として、研究セキュリティ・
インテグリティのベストプラクティ
ス文書、バーチャルアカデミーとツー
ルキットの作成について、Ｇ7での議
論に我が国が積極的に貢献。【科技、
文、経、関係府省】 

・研究者、所属機関等へ研究インテグリ
ティの確保に係る対応に関する説明
会・セミナーを引き続き開催。【科技、
文、経、関係府省】 

・大学・研究機関等における研究インテ
グリティ確保のための体制・規程の整
備等を引き続き促進する。【科技、文、
関係府省】 

〇我が国の技術的優越を確保・維持する
ため、重要技術の明確化、重視する技
術分野への重点的な資源配分、適切な
技術流出対策等を実施する。国際的な
技術流出問題の顕在化といった状況
を踏まえ、グローバルに知の交流促進
を図り、研究力、イノベーション力の
強化を進めることと、総合的な安全保
障を確保することを両立しつつ、多様
な技術流出の実態に応じて段階的か
つ適切な技術流出対策を講ずべく、情
報収集を進めるとともに、制度面も含
めた枠組み・体制の構築について検討
を進める。【内閣官房、科技、関係府省】    

・我が国の技術的優越を確保・維持する
ため、重要技術の明確化、重視する技
術分野への重点的な資源配分、適切な
技術流出対策等を実施する観点から、
以下の施策を講じた。 
① 経済安全保障重要技術育成プロ

グラムで支援すべき重要技術を示
す研究開発ビジョン（第一次）を、
国家安全保障会議における審議を
経て、2022年９月、経済安全保障推
進会議及び統合イノベーション戦
略推進会議で決定した。 

研究開発ビジョン（第一次）に示
されている支援対象技術を更に具
体化した研究 開発構想 を決 定。
2022年12月、ＪＳＴ及びＮＥＤＯ
において、本プログラムとして最初
の公募を開始した。 

2022年度第二次補正予算により
新たに2,500億円が措置され、2021
年度補正予算と合わせて5,000億円
規模の予算を確保しており、先端的
な重要技術の育成に向けた準備を

・我が国の技術的優越を確保・維持する
ため、重要技術の明確化、重視する技
術分野への重点的な資源配分、適切な
技術流出対策等を実施する観点から、
以下の施策を講ずる。【内閣官房、経済
安保、科技、関係府省】 
① 経済安全保障重要技術育成プロ

グラムに関し、2022年度第二次補正
で措置された予算を最大限活用す
る観点から検討を進め、次の研究開
発ビジョンの策定を行い、新たに支
援対象とするべき技術を示す。ま
た、政府で決定した研究開発ビジョ
ン（第一次）で示される支援対象と
するべき技術について順次研究課
題の公募・採択等の作業を進めると
ともに、関係省庁と連携し、経済安
全保障推進法に基づく指定基金協
議会を通じた官民の伴走支援の実
施を含め着実に研究開発を推進す
る。 

➁ 引き続き、官民技術協力の制度に
ついて、協議会の設置をはじめ円滑
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進めているところ。 
➁ 2022年9月に特定重要技術の研究

開発の促進及びその成果の適切な
活用に関する基本指針を閣議決定。
2022年10月には同指針に基づき、経
済安全保障重要技術育成プログラ
ムに関する基金を経済安全保障推
進法上の指定基金に指定。 

③ 特許出願の非公開制度について、
基本指針を閣議決定した。また、シ
ステム整備に必要な経費も2023年
度予算に計上しており、円滑な制度
の施行に向けて準備を進めている。 

④ 2023年度予算において、留学生・
外国人研究者等の受入れ審査強化
に係る体制を整備するため、出入国
在留管理及びビザ発給に係るシス
テムの改修経費を計上。 

⑤ 大学・研究機関・企業等における
内部管理体制の構築・強化を支援す
るため、機微な技術の管理等に関す
る説明会を開催するとともに、専門
人材を派遣し、個別相談等を実施。 

各地域の大学等で形成されてい
る自律的なネットワークの場を活
用して、参加大学等の輸出管理担当
者の実務的な知識や技能レベル向
上を目指した講習会を開催し、大学
等の内部管理体制の底上げ・強化を
支援。 

⑥ 認証を取得するプロセスを簡素
化するため、告示改正を実施。 
技術情報の漏えい防止の取組を新
たに始める事業者を主な対象とし
た自己チェックリストを作成。 
認証取得を目指す事業者等の技術
情報管理体制の構築・強化を支援す
るため、専門人材を派遣。 

⑦ 政府研究開発事業の安全保障貿
易管理の要件化の実施に向けて、要
件化に係る手続を効率化するため、
府省共通研究開発管理システム（e-
Rad）の改修方針を決定。 

⑧ 外為法上の投資審査等について、
担当職員を増員し、執行体制を強化
した。また、審査業務を効率的に実
施するためのＤＢを整備した。 

⑨ 既存の国際輸出管理レジームを
補完するため、機微技術の輸出管理
について、当該レジーム参加国等と
の間で議論を実施。 

⑩ 2022年５月１日、外為法上の「み
なし輸出」管理の運用明確化を施
行。制度説明会、ガイダンスやQ&A
の公表等により、大学・研究機関・
企業等の適切な運用を促進。 

⑪ 関係省庁は、相互に緊密な連携を
保ちつつ、経済安全保障分野を含む
情報収集活動等に当たるとともに、
必要な体制を強化した。 

な実施に向けた準備を進める。 
③ 特許出願の非公開制度について、

政省令の制定や必要なシステム整
備など、円滑な施行に向けた取組を
引き続き進める。 

④ 留学生・外国人研究者等から提出
させた資料等の内容を踏まえ、関係
府省庁と連携を図りながら、引き続
き、慎重かつ厳格な審査を実施す
る。 

留学生・外国人研究者等の受入れ
審査強化の取組に基づく対応を経
て本邦へ入国した者の活動状況等
に関し、出頭を求め、質問をするな
どの調査を行い、技術流出の抑止を
推進する。 

引き続き、関係府省と連携を図り
ながら、留学生・外国人研究者等の
受入れの審査強化に取り組む。 

⑤ 大学・研究機関・企業等における
機微な技術へのアクセス管理、管理
部門の充実や内部管理規程の策定
など内部管理体制が一層強化され
るよう、引き続き説明会の開催や専
門人材の派遣等を実施するととも
に、各地域の大学等で形成されてい
る自律的なネットワークの取組も
活用しつつ、産学官による取組を推
進。政府として、実効性を向上させ
つつ、大学・研究機関・企業等の負
担を軽減するため、必要な意識啓発
と制度面を含めた対応を一層充実。 

⑥ 事業者における技術情報の適切
な管理体制の構築・強化を後押しす
るため、技術情報管理認証制度の普
及啓発や制度・運用改善に係る取組
を推進。 

⑦ 政府研究開発事業から選定した
安全保障貿易管理の要件化の対象
事業において、資金配分先の安全保
障貿易管理体制の構築を要求。要件
化に係る手続の効率化に向けてe-
Radの改修を実施。また、一層の技
術流出防止に向けて対象事業の継
続的な拡大を追求。 

⑧ 引き続き、外為法上の投資審査等
について、政府全体として審査能力
の向上等を図る。 

⑨ 引き続き、既存の国際輸出管理レ
ジームを補完する安全保障貿易管
理上の取組を進める。 

⑩ 引き続き、外為法上の「みなし輸
出」管理の運用明確化について、大
学・研究機関・企業等に対して周知
及び啓発を図り、適切な運用を実
施。 

⑪ 引き続き、経済安全保障に係る情
報の収集・分析・集約・共有に必要
な体制等を強化する。 

・2022年度第二次補正予算等において措
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・経済安全保障推進法に基づき、特定重
要物資のサプライチェーンの強靱化
に係る基本指針を定めるとともに、
2022年末に11の特定重要物資を政令
で指定し、各物資の所管省庁において
取組方針を策定したところ。なお、こ
れらの物資の安定供給確保のための
支援にかかる予算を、2022年度第二次
補正予算等で確保し、民間事業者に対
する支援の申請受付を開始した。 

・経済安全保障推進法の附帯決議や国家
安全保障戦略を踏まえ、セキュリテ
ィ・クリアランスを含む我が国の情報
保全の強化に向けた検討を行ってき
た。2023年2月14日の経済安全保障推
進会議において、総理より、経済安全
保障分野におけるセキュリティ・クリ
アランス制度にかかる有識者会議を
立ち上げ、今後1年程度をめどに、可能
な限り速やかに検討作業を進めるよ
う指示があったところであり、我が国
の情報保全強化に向けて取り組んで
いる。 

・国家安全保障戦略を踏まえ、我が国の
官民の高い技術力を幅広くかつ積極
的に安全保障に活用するために、安全
保障に活用可能な官民の技術力を向
上させ、研究開発等に関する資金及び
情報を政府横断的に活用するための
体制を強化することを検討している。 

置された予算も活用しながら、民間事
業者が作成する特定重要物資等の安
定供給確保のための取組に関する計
画に基づき、生産技術開発、代替物資
開発等の支援を行うことを通じて、特
定重要物資の安定供給確保を図る。
【経済安保、経、厚、農、国】 

・同盟国や同志国等との円滑な協力や産
業界の国際的なビジネスの機会の確
保・拡充にもつなげる観点から、経済
安全保障分野におけるセキュリティ・
クリアランス制度の法整備等に向け
た検討を行う。【内閣官房】 

・総合的な防衛体制の強化に資する科学
技術の研究開発の推進のため、防衛省
の意見を踏まえた研究開発ニーズと
関係府省が有する技術シーズを合致
させるとともに、当該事業を実施して
いくための政府横断的な仕組みの創
設に向けた取組を進める。【内閣官房、
科技、防、関係府省】 

・将来にわたって我が国を守り抜くため
に必要な技術を明らかにした上で、防
衛技術基盤を強化し、必要な技術を必
要な時期に取り入れつつ、迅速かつ着
実な研究開発により技術を確立して
いくことで、我が国の科学技術力を防
衛イノベーションにつなげる。【防】 
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